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全部作成済 一部作成済 未作成 計
2市町村(4.5%) 36市町村(81.8%) 6市町(13.6%) 44市町村

【参考】県内市町村における個別避難計画の作成状況等
（１）避難行動要支援者名簿登録者（県内全体で16.7万人）のうち洪水ハザード内の登録者数（R4.10月現在）30,419人
（２）名簿登録者における個別避難計画の作成率（R4.4月現在） 22.9％

（３）市町村における個別避難計画
の策定状況（R4.10月現在）

（１）平成27年9月関東・東北豪雨
・人的被害：直接死 ３名、災害関連死 13名、負傷者 56名 （令和元年12月9日現在）
・約4,200名が逃げ遅れにより救助された。

（２）令和元年東日本台風
・人的被害：直接死 2名、行方不明 1名、負傷者 20名 （令和2年4月1日現在）
・約330名が逃げ遅れにより救助された。

取組の経緯、作成に向けた決意茨城県 様式２－２

→ 茨城県は水害が多く、洪水ハザード内のおける被害が顕著

○茨城県における近年の災害

洪水ハザード内の避難行動要支援者の計画作成を優先的に進めたい。

市町村における
全体的な個別避難計画の作成を推進しつつ、



取組のポイント（アピールポイント、力を入れている点、取組の重点など）
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様式２－２茨城県

【茨城県の取組】個別避難計画の作成及び直接避難の推進

１．個別避難計画作成の推進
〇市町村の個別訪問（福祉部と防災部局が連携）
・個別避難計画の未作成自治体や、着手はしているものの進んでいない自治体を個別
訪問し、作成手法の助言や先進事例の紹介をするなど、伴走支援を実施

・特に、計画作成の優先度が高い対象として「洪水ハザード内の避難行動要支援者」
の早急な計画作成を進めるよう働きかける。

〇福祉専門職における理解促進・人材育成
・介護支援専門員（ケアマネジャー）や相談支援専門員等向けの研修において、研修
動画を配信することにより、計画作成に関する理解促進・人材育成を推進

２．福祉避難所等への直接避難の推進
〇モデル事業の横展開
・直接避難に関するモデル事業の実施自治体（常総市）の取組に関する報告会を開催
し、直接避難に取り組むためのノウハウや課題などを市町村と共有



様式２－２茨城県

１ 取組の結果
〇市町村の個別訪問（福祉部と防災部局が連携）※R5.2月末時点

・１９市町村（計画未着手の８市町村を含む）を個別訪問し、助言・事例紹介等を実施
→令和４年度中に３市が計画作成に着手済み、２市が計画作成に着手予定

〇福祉専門職における理解促進・人材育成
・介護支援専門員研修（新任者向け、実務者向け）において研修動画を配信するととも
に、会員限定SNSサイトに研修動画を掲載

・相談支援専門員研修（初任者向け、現任者向け）において研修動画を配信

〇モデル事業（福祉避難所への直接避難）の横展開
・R5.2月に常総市によるモデル事業の報告会を開催し、市町村とノウハウ等を共有
（オンライン開催。20市町村約30名が参加）
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令和４年度末時点での課題、結果

成果につながったポイント 福祉部局と防災部局の連携による市町村への働きかけ



様式２－２茨城県

2 今後の取組（予定）
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令和４年度末時点での課題、結果

〇市町村への個別訪問による伴走支援
・市町村ごとに、計画作成の進捗状況に応じた支援が必要であることから、引き続き、進捗管理表
等をもとに取組状況の定期的な確認や課題解決に向けた助言などの伴走支援を実施していく。

避難支援の
必要度

災害リスク

高 中 低

高 優先度S 優先度A 優先度B

中 優先度A 優先度A 優先度B

低 優先度B 優先度B 優先度C

（１）災害リスク
区分 洪水（浸水深） 土砂災害
高 3.0m以上 特別警戒区域
中 0.5m～3.0m未満 警戒区域
低 0.5m未満 ー

（２）避難支援の必要度

区分 要介護認定
障害等級

身体 知的 精神
高 要介護５ １級 〇Ａ、Ａ １級

中 要介護４ ２級 Ｂ ２級
低 要介護３以下 ３級～６級 Ｃ ３級

【１.優先度付け】
【２.優先度の要素と区分の例】

〇「優先度の考え方」を踏まえた市町村における計画作成の推進
・優先度に応じた計画作成を更に推進するため、県（福祉部局と防災部局が協力）において「優先
度の考え方」を作成し、オンライン会議により市町村に周知したところ。

・今後、市町村の個別訪問を行い、「優先度の考え方」を踏まえた計画作成を働きかけていく。
優先度の考え方



これから個別避難計画の作成に取り組む団体へのメッセージ
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様式２－２茨城県

・最初のステップは庁内連携。福祉と防災部局の連携は必須

・連携して取り組む関係課を増やすことで、ともに考え、施策
を展開しやすい環境を整えることが重要

【本県において成果が得ることができた理由】
・福祉部局と防災部局の連携により、双方から市町村に対して
作成推進の取組ができたこと

成果が得られたことを踏まえてのメッセージ
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